









　本稿は 2018年 12月 15日、神奈川大学日本常民文化研究所主催の公開研究会「ブラジル入植地
の歴史と民俗」で発表した報告をまとめたものである（1）。
　日本近代の移民史、ブラジル移民史は多くの研究がある（2）。1881年のハワイ官約移民を始まり












ある。1930年 20万人だった満洲日本人は 1945年敗戦までに一気に 150万人になる。そのうち
1945年の満洲開拓民は約 27万人である。さらに満蒙開拓青少年義勇軍約 8万 6000人をふくめる
ブラジル移民から満州移民へ
―信濃海外協会と日本力行会を対象として―
From Migration to Brazil to Migration to Manchukuo : With a Focus on the Shinano

































































































































































































































































































































































































（1934年）を見てみる（38）。入植戸数では長野県が一番多く 92戸で全入植戸数 332戸のうち 4分 1




　アリアンサの人口動態では 1924年の 3人から 1926年 354人へ急増し、1930年には 1107人と千
人を突破している。ブラジル移民が制限される 1934年には 1325人に達している（39）。戸数にして
300戸程度である。




















































































































　満洲移民 100万戸計画は満洲国支配のために 1936年の約 3000万人から 20年後の 1956年までに































































































































　当時はまだ拓務省の満洲移民は具体化はなされておらず、第 1次武装移民は 1932年 6月に予算
が通過したばかりで、関東軍満洲移民要綱案が決定したのは 9月である。東宮鉄男・加藤完治に率
いられて移民団が日本を出発したのは 1932年 10月 5日である。その時の第 1次移民では長野県の



















































































































































であると断言する。しかも最低 500万人移民構想を打ち出している。500万人とは当時 1戸 5人の

















































弥栄村の 30キロ南、依蘭県七虎力村は 1万ヘクタール買収した。一人 20町の配分を目標とした。
















































































































　満洲拓植会社はその 2年後 1937年 8月に満洲拓植公社に改組された。本格移民期の 100万戸移
民に対応して大規模な満洲土地買収活動をするために、大幅に増資して公社に改組された。出資金
5000万円、満洲国政府 1500万円に加えて日本政府が 1500万円を出資し日本政府の関与を強めた
































































































































































大量移民送出計画は知っていた。それに対応して県計画では 1936年から 5か年間で 1200戸（1-4









　しかしこの 1936年長野県独自の 1200戸、移住地 1万 5000町歩の満州信濃村建設も拓務省に拒





























































































































































他の自由移民に分ける。農業集団移民は 1戸当たり 1000円、農業自由移民 500円、その他の自由
移民は 200円の政府・県から補助金が支給される予定であった（112）。1936年長野県独自の移民計画












































































































校があった。関東軍に守られた開拓地である。予定 30家族が 1戸 3町歩の面積で 90町歩の開拓地
である。将来 130町歩開拓拡大を目指した。
　1938年 5月新京力行村は開村し初代村長は永田稠、10月には平川政喜に代わる。最初の入植者

















































































































































かった。それから翌 1944年 5月に生まれた 1歳の赤ちゃん伝を抱え 9月 12日出産予定日の第 2子









































































































































































































































































（15）アリアンサ移民については Reimei Yoshioka, “POR QUE MIGRAMOS DO E PARA O JAPÃO” Masao 






















































































































































































行村」『新満洲』1939年 9月号（第 3巻第 9号）に詳しい。
（121）同上書 平川亨「力行村（開拓団）の思い出」5頁
（122）前掲永田泉『素晴らしい満洲日本人開拓団』40頁
（123）同上書 41頁
（124）前掲『日本力行会百年の航跡』236頁
（125）前掲平川亨「力行村（開拓団）の思い出」9-15頁
（126）敗戦時の永田泉・敏子夫妻の回顧は『永田泉のメモワール』（私家版）2001年、『永田敏子回想録』
（私家版）2002年による。これら回顧録はサンパウロに在住する永田翼氏から閲覧し聞き取りをしたも
のである。
（127）矢内原忠雄の伝記として赤江達也『矢内原忠雄―戦争と知識人の使命』岩波新書、2017年による。
（128）一般的に「移民」と規定しているが出稼ぎによる労働力供給が目的の「移民」と農地を買収して定
住農業を営む「植民」を移民史では区別すべきだという名村優子「アリアンサ移住地から考える二つの
潮流」（前掲論文）の指摘は正当である。土地所有のもつ移民の政治的意味が決定的に重要であるから
だ。とりわけ満洲移民はまさに「植民」であり植民地創出が目的だったからである。ここではとりあえ
ず「移民」（労働）と「植民」（農業）をふくめて移植民または移住と総称する。
（129）前掲岡部牧夫『海を渡った日本人』23頁
（130）前掲坂口満宏「誰が移民を送り出したのか」『立命館言語文化研究』21巻 4号、2010年
（131）前掲永田稠『農村人口問題と移植民』59頁、永田の言う「官民協力時代」とは移民史全体の時期
区分ではない。北米で 1908年の紳士協定から「移民制限時代」になったが 1925年から政府が国内情勢
から移住者の進出を考えるようになり信濃海外協会、海外移住組合法など民間の諸団体と協力して海外
移住を積極的に実行するに至って、ここに「官民協力時代」が出現したとした。「移民制限時代」と
「官民協力時代」とを対比で述べたものに過ぎない。信濃海外協会の位置づけとして「官民協力」の意
義を積極的に評価するための造語である。私の「民」「官民協力」「官」の移民の段階性とは異なる。
